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令和６年度
介護ロボット等導入支援事業費補助金

本資料は８月６日（火）に開催した「令和６年度第１回介護テクノロジー導入研修会」においてお配りした資料と同内容です。
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岩手県保健福祉部長寿社会課

1 補助対象経費及び補助額の概要について

⑴ 介護ロボット等導入支援
① 介護ロボット（移乗介護、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、入浴支援、介護業務支援）
② その他（①によらず、介護従事者の身体的負担の軽減や、間接業務時間の削減等につながる

業務の効率化など、介護従事者が継続して就労するための環境整備として有効であり、介護
サービスの質の向上につながると判断した機器） 【補助上限額】

※ 新規導入計画の介護ロボットのみ補助対象となり、
過年度計画に追加する形での申請は認められません。

⑵ ICTの導入支援

① 一気通貫の介護ソフト等（ケアプラン連携標準仕様の連携対象サービスの場合はケアプ
ラン標準仕様のCSVファイルの出力・取込機能が必須）

② タブレット端末、通信環境機器等
③ 保守経費、その他の勤怠管理、シフト表作成、電子サインシステム、AIを
活用したケアプラン原案作成支援ソフト等

※ 原則１事業所につき１回の補助としますが、過年度を

含めた補助額の合計が右の上限額内であれば、２回目の
申請が可能であり、その場合は、上限額から１回目の補
助額を除いた金額が上限となります。

⑶ 介護テクノロジーのパッケージ型導入支援

① 介護テクノロジーのパッケージ型による導入（⑴及び⑵の複数の組合せ）
② 見守り機器の導入に伴う通信環境整備（Wi-Fi、インカム、システム連動等）
※ 原則１事業所につき１回の補助のみであり、過年度に補助を受けた申請は認められません。

昨年度から
の変更点
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑷ 導入支援と一体的に行う業務改善支援
前項⑴～⑶により介護ロボット等を導入する介護事業所は、以下①または②の

いずれかを実施すること。
① 第三者による業務改善支援
➤生産性向上に係る支援について知識・経験を有する第三者（業務改善を支援
する事業者）が介護事業所において、事前評価や助言指導、事後評価等の支
援を行う。

② 介護現場における生産性向上の取組に関する研修・相談等
➤ロボットやICTを導入・活用するにあたり必要となる職員のスキルアップ研
修等、介護事業所からの生産性向上の取組等に関する相談への対応等を行う。

【補助上限額】45万円 ※１事業所あたり

本日８月６日（火）「介護テクノロジー導入研修会」に参加することでも
この要件を満たすことができます。

⑸ 補助率
３／４（一律）

昨年度から
の変更点

昨年度から
の変更点

1 補助対象経費及び補助額の概要について
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑴ 補助対象項目

※業務改善支援は必ずしも補助事業を実施する必要はなく、県や公益財団法人いきいき

岩手支援財団、厚労省等が実施する研修の受講でも要件を満たすことができます。

本日８月６日（火）「介護テクノロジー導入研修会」に参加することでも
この要件を満たすことができます。

令和５年度 令和６年度

介護ロボット 30万円/機器
100万円/機器

介護ロボット 30万円/機器
100万円/機器

見守り機器導入に
伴う通信環境整備

750万円/事業所

ICT 100万円～
260万円/事業所

ICT 100万円～
260万円/事業所

パッケージ型 1,000万円/事業所

業務改善支援※ 45万円/事業所

２ 令和５年度からの主な変更点について
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑵ 補助率

⑶ 補助事業の完了期限
導入する介護ロボットやICTは、令和７年２月28日（金）までに納品が完了す

るものについて、補助対象となること。
メーカー等から見積書を徴収する段階で、納期について必ず確認すること。

⑷ 予算を超える協議（補助申請）があった場合の対応
過去の実績等を参考に、以下①～③の基準（目安）により、内示（交付決定）

を行う。
① １法人４事業所までの範囲で内示（交付決定）を行う。
② １法人300万円までの範囲で内示（交付決定）を行う。
③ 過年度に補助を受けたことがない、または過年度に補助を受けた法人のうち、
その年度が古い法人から内示（交付決定）を行う。

※ 基準（目安）は、実際の交付申請状況に応じて、変動する可能性があること。

※ 基準（目安）は、あくまでも全体の協議（申請）額が県予算を超えた場合に適用するこ
とを想定している。
➤「５事業所以上」「300万円以上」の協議（申請）も可能

令和５年度 令和６年度

１／２
一定の要件を満たす場合は３／４

３／４（一律）

２ 令和５年度からの主な変更点について
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑴ 事前協議受付期間
令和６年８月８日（木）～９月20日（金）※県長寿社会課必着

⑵ 提出書類［①～⑥］※８月７日（予定）より、県HPに様式等を掲載します。
① 事前協議シート兼チェックシート

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）
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岩手県保健福祉部長寿社会課

② 業務改善計画様式
※ 厚労省が示す統一様式になります。
提出いただいた本様式は、県でとりまとめ、
厚労省に提出します。
あらかじめご了承ください。

※ いずれの項目も空白による提出は
認められませんので、入力漏れがない
か、必ずご確認の上、提出してくださ
い。

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）

⇒該当する選択肢の横に○印をつけてください

⇒プルダウンメニューから該当する選択肢を1つ選んでください

⇒文字等を直接入力してください

 ※ どち らか に ○ を 付 け て くだ さ い 。

 介 護 テ ク ノ ロ ジ ー 導 入 支 援 事 業

○ 介 護 テ ク ノ ロ ジ ー 定 着 支 援 事 業 　

(1) 事業所番号
(2) 事業所名
(3) 事業所所在都道府県
(4) 事業所所在住所
(5) サービス種別
(6) 利用者数（申請時点）
(7) 職員数（申請時点）

①-1　事業所の課題
複数選択可 ○ 記録業務に要する時間が長い 文書の量が多い

事業所内の情報共有が非効率 他事業所との情報共有が非効率

職員の心理的負担が大きい 超過勤務が多い
○ 記録が不正確・不十分

その他
①-2　導入する機器等

複数選択可 ○ 介護ソフト等 モバイルPC
○ タブレット情報端末 スマートフォン

○ 通信環境機器等 インカム
介護ロボット（見守りセンサー以外） ● 見守りセンサー

○ その他
②　参考にした資料等

複数選択可 ○
○

○
その他

③　研修等への参加状況

複数選択可 ○

その他
④　機器等の導入と併せて実施する取組

複数選択可 ○
○

○
○

その他
⑤-1　文書量を半減させる予定の文書の書類

複数選択可 ○

○

その他
⑤-2　文書の具体的な枚数

⑥　　ケアプランデータ連携システム等の利用
データの連携方法

⑦-1　LIFEの利用
択一

○ インポート（ＣＳＶ取込）機能の活用 LIFE上での直接入力
⑧　セキュリティ対策

（自由記述）操作研修の実施

データ連携の内容

110_訪問介護

31名～
1～10名

（イ ）事 業 計 画

（自由記述）

ケアプランデータ連携システム

介護報酬の請求に関する文書　（例：サービス提供表、介護給付費明細書）
実施記録　（例：送迎の記録、入浴の記録）
加算に係るチェックシート、スクリーニング様式等　（例：各種スクリーニング様式等）

（自由記述）

（ア ）事 業 所 の 基 本 情 報

○○○○○○○○○○
○○訪問介護事業所
03岩手県
○○市５－１５

「ＳＥＣＹＲＩＴＹ　ＡＣＴＩＯＮ」宣言　　　択一

職場の環境整備の見直し（整理整頓等）

⑦-2　データ登録している方法

介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン

厚生労働省主催　介護現場における生産性向上ビギナーセミナー（オンデマンド視聴を
含む）
日本介護福祉士会主催　デジタル・テクノロジー基本研修

（自由記述）

業務の明確化と役割分担の見直し（業務全体の流れの再構築、テクノロジーの活用等）

「★一つ星」又は「★★二つ星」のいずれかを宣言している

居宅サービス計画書とサービス利用票のどちらも

記録・報告様式の見直し
情報共有の方法の見直し
ＯＪＴの仕組みづくり（研修の実施等）
理念・行動指針の徹底

（自由記述）

利用者ごとの計画作成や記録に係る書類　（例：アセスメントシート、サービス担当者会議録）

個人情報保護のセキュリティ対策　　　択一 講じている

　業務改善計画様式

プラットフォーム窓口や介護生産性向上総合相談センター

１５１～２００

※導入済み機器は「●」を、
　 今年度導入予定機器は「○」を入力ください

主なデータ連携先 （自由記述）●●●事業所

利用申請を行っている

業務手順書・マニュアルの作成（申し送り等の標準化等）

介護サービス事業所におけるICT 機器・ソフトウェア導入に関する手引き
介護ソフトを選定・導入する際のポイント集
介護ロボットのパッケージ導入モデル
介護現場で活用されるテクノロジー便覧

（自由記述）

厚生労働省主催　介護現場における生産性向上推進フォーラム（オンデマンド視聴を含
む）

厚労省が示す統一様式になります。

（ア）以降に必要事項を記入してください。

記入例昨年度から
の変更点
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岩手県保健福祉部長寿社会課

③ 補助金所要額調書

④ 導入する介護ロボット等の見積書及びカタログ等

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑤ 対象の介護ソフト（ICT）を導入する事業所は以下ア・イも提出
➤介護ソフトの導入に先立ち、見積書やカタログ、取扱説明書等の資料をベンダーから入手する際

に下記書類の提出を求め、当該機能の有無を確認すること。

ア LIFEのCSV取込機能への対応状況確認書
イ 最新版のケアプラン標準仕様への対応状況確認書
※ ケアプラン標準仕様の対象となる介護サービス事業所が介護ソフトの補助申請を行う場合

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑥ 優先順位表（同一法人から複数の施設（事業所）の申請を行う場合に提出してください）

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）

昨年度から
の変更点
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岩手県保健福祉部長寿社会課

⑶ 提出方法
原則、メールによるデータ提出（カタログ等、データでの提出が難しい書類に限り郵送での提出可）
提出先➤kaigo-robot@pref.iwate.jp
※ 昨年度、メール容量オーバーなどのエラーにより、送信したにもかかわらず、県に届いてい
ない事例がありました。メール送信後３日（土日・祝日を除く）以内に、県から受付に関する
返信がない場合には、お手数ですが、県長寿社会課（TEL：019-629-5435）あて電話により、確
認いただきますようお願いします。

⑷ 提出に当たっての留意点（お願い）
① 迅速かつ適正な審査のため、特にも「交通費」等の補助対象外経費が見積
書に含まれないよう見積業者と調整の上、ご協力を願います。
※「交通費」が計上されている場合には、別に見積書をもらうなどし、県へ
提出する見積書には「補助対象経費」のみが記載されたものを提出してくだ
さい。

② ICTの導入支援については、各事業所の職員数により補助上限額が異ることや、
予算を超える協議（申請）があった場合に事業所数の上限を適用させていただ
く可能性があることから、見積書は事業所ごとに１枚ずつ徴収して提出してく
ださい。

３ 令和６年度分の事前協議について（受付期間：８月８日～９月20日）

昨年度から
の変更点
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岩手県保健福祉部長寿社会課

４ 今後のスケジュールについて

時 期 内 容

令和６年８月６日（火） 研修会において説明 ※本日

８月８日（木）から 協議書類の受付開始（介護事業所→県）

９月20日（金）まで 協議書類の受付終了 ※ 20日(金)県長寿社会課必着

10月中旬以降（予定） 県実施要綱施行・発出

内示通知（県→介護事業所）

交付申請（介護事業所→県）

交付決定通知（県→介護事業所）

介護事業所における事業実施

令和７年２月28日（金）〆 介護ロボット等の納品完了
実績報告書の提出（介護事業所→県）

３月内 完了確認検査（提出があった実績報告書の審査）
補助金の交付（県→介護事業所）

昨年度から
の変更点

12



岩手県保健福祉部長寿社会課

５ その他（国実施要綱抜粋）

【必読：補助要件等】

⑴ 本事業による導入・活用により、業務の改善・効率化等が進められ、職員の業務負担軽減やサービ
スの質の向上など生産性向上が図られるとともに、収支の改善が図られた場合には、職員の賃金へも
適切に還元することとし、その旨を職員等に周知すること

⑵ 独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する「SECURITY ACTION」（※）の「★一つ星」又は
「★★二つ星」のいずれかを宣言すること。事業所単位で単一の法人番号を有していない場合には、
事業所の代表者を「個人事業主」として申し込むこと。加えて、個人情報保護の観点から、十分なセ
キュリティ対策を講じること。なお、セキュリティ対策については、最新版の厚生労働省「医療情報
システムの安全管理に関するガイドライン」を参考にすること。
※ SECURITY ACTION について
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する中小企業・小規模事業者等自らが、情報セキュリ
ティ対策に取組むことを自己宣言する制度。
・「SECURITY ACTION」の概要説明（掲載先：https://www.ipa.go.jp/security/security-action/）
・「新５分でできる！情報セキュリティ自社診断」（掲載先：https://www.ipa.go.jp/files/000055848.pdf）

⑶ 厚生労働省が発行する以下の資料を参考に業務改善に取り組み、業務改善計画を作成すること。
・介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン
（掲載先： h t t p s : / / w w w . m h l w . g o . j p / s t f / k a i g o - s e i s a n s e i - i n f o r m a t i o n . h t m l ）

・介護サービス事業所におけるICT 機器・ソフトウェア導入に関する手引き
・介護ソフトを選定・導入する際のポイント集（掲載先：https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-ict.html）
・介護ロボットのパッケージ導入モデル（掲載先：https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000928398.pdf）

・介護現場で活用されるテクノロジー便覧
（掲載先：https://www.nttdata-strategy.com/services/lifevalue/docs/r03_add16_02jigyohokokusho.pdf ）

13



岩手県保健福祉部長寿社会課

５ その他（国実施要綱抜粋）

⑷ 補助を受けた事業所は、科学的介護情報システム（Long-term careInformation system For Evidence；LIFE
（ライフ））による情報収集に協力すること。なお、本事業においてタブレット端末等のみを導入する
場合も同様に情報収集に協力すること。

⑸ 補助を受けた事業所は、厚生労働省等が実施する効果検証事業等に可能な限り協力すること。
（厚生労働省等から補助事業所に対して直接協力依頼の打診をする場合がある。）

⑹ 経済産業省が実施している「ＩＴ導入補助金」等、他の補助金等によって助成されているものについて
は、本事業の補助対象外とする。

⑺ 介護事業所の業務効率化の観点から、本事業により導入したタブレット端末等に、事業所が既に所有す
る既存のソフトウェア等をインストールし、記録業務・情報共有業務・請求業務に加えて補助的にバック
オフィス業務で利用することや、テレビ会議システム等を用いて離れた場所にいる利用者家族等が利用者
と面会を行う際に本事業で導入したタブレットを利用すること等は差し支えない。

⑻ 補助を受けた介護事業所は、補助を受けた年度の内容を当該年度の翌年度に、県及び厚生労働省老健局
高齢者支援課介護業務効率化・生産性向上推進室に業務改善効果等を、補助を受けた翌年度から３年の間、
補助を受けた事業所において当該計画で定めた内容に対する効果を確認するための報告を求めることとす
る。具体的な報告内容や報告方法、報告期限等の詳細については、別途通知する。
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岩手県保健福祉部長寿社会課

今年度は特にも、法人（事業所）の皆さまから多くの問い合わせをいた

だいているところであり、申請数・金額ともに過去最多となることが予測

されております。

補助金の交付は予算の範囲内で実施されることについて、あらかじめご

理解いただきたく存じます。

令和６年度の円滑な補助事務の執行について、ご協力を賜りますようよ

ろしくお願いします。

【問い合わせ先】
岩手県保健福祉部長寿社会課 介護福祉担当
〒020-8570 盛岡市内丸１０－１
TEL：019-629-5435 Mail：kaigo-robot@pref.iwate.jp

●終わりに
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